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― 中国市場を軸としたケーススタディによる日本の観光戦略の再構築 ―

専務取締役　中原伸二

【要旨】
2025 年実績：訪日客 4,268 万人（過去最高）／旅行消費額 9 兆 4,549 億円（初の 9 兆円台）／
一方で中国は約半減。

2025 年、訪日外客数は初めて 4,000 万人を突破し、過去最高の 4,268 万人・旅行消費額 9 兆
4,549 億円を記録した。ところが同年末、中国政府による日本渡航自粛の呼びかけを機に、翌
12 月から最大市場であった中国が前年同月比でほぼ半減する。にもかかわらず訪日総数はほ
とんど減少せず、月次で過去最高を更新する月さえあった。本稿はこの「最大市場が半減し
ても全体が崩れない」という逆説を分析の背骨に据え、世界規模の観光潮流のなかで日本の
現在地と次の一手を検討する。分析の結果、逆説の答えは需要側ではなく供給側、すなわち
市場分散という「備え」と、国際線座席を機動的に再配分できる航空ネットワークの「柔軟
性」にあることを示す。あわせて、消費の質的転換（モノからコトへ）、政治要因による非
対称な市場再編、SNS が映す市場別の「今」を実証的に整理し、量から質・依存から分散へ
と舵を切る観光戦略を提言する。加えて、地方が世界から選ばれる条件を、地方空港という
「玄関」・二次交通という「足」・多言語での発信という「声」の三点に整理する枠組み
を、分析全体を貫く軸として提示する。

キーワード：インバウンド観光　市場分散　航空ネットワーク　政治リスク　オーバーツーリズム 
SNS 分析　観光立国推進基本計画
分野：観光政策／インバウンド／航空ネットワーク／地域経済
方法：一次統計の再検証・中国 SNS の定点観測（2025 年夏〜2026 年 6 月）・現場観察・雑誌インタ
ビュー記事の引用
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1．はじめに ― 問題設定と本稿の視座　Introduction

本稿の出発点は、一つの逆説である。2025 年、日本の訪日外客数は 4,268 万人となり、
初めて 4,000 万人を突破した。前年比＋15.8％、文句なしの過去最高である。旅行消費額も
9 兆 4,549 億円と、初めて 9 兆円台に乗せた。数字だけを見れば、日本のインバウンドは絶
好調であった。

ところが 2025 年の年末、奇妙なことが起きる。11 月半ば、中国政府が自国民に対して
日本への渡航自粛を呼びかけた。これを契機に、翌 12 月から、長らく最大の市場であった
中国が、前年同月比でおよそ半減という急落を見せる。一番の大口顧客が突如として半分
以下に減る――普通の産業であれば重大な打撃であるはずだ。ところが不思議なことに、
訪日客の総数はほとんど減らなかった。それどころか 2026 年に入っても、2 月は単月の過
去最高を更新している。最大市場が半減しているにもかかわらず、全体はむしろ最高記録
を出す。これはなぜか。

この「謎」を、本稿は分析全体の背骨に据える。筆者は航空会社に 35 年余り勤め、旅客
営業から貨物事業、空港運営、国際提携まで航空ビジネスのほぼ全領域を経験した。 2001

年の上海留学を契機に中国と深く関わるようになり、上海・北京・青島での駐在は通算 13

年、本社勤務も含め中国関連業務に携わった期間は 20 年を超える。最後は北京で ANA の
中国総代表として、上海・北京・青島・広州・深圳・杭州・厦門・大連の 8都市、約 500

名の組織を率い、旅客・貨物の営業から空港のオペレーション、安全管理、そして中国民
用航空局や中国財界との交渉までを担った。本稿の分析は、こうした現場での観察に加え 、
中国総代表を退任した後も毎週続けている中国 SNS（小紅書・微博）の定点観測、一次統
計の再検証、そして雑誌に掲載された有識者インタビュー記事の引用を組み合わせている
（各データの性格と限界は 1.3節に整理する）。統計の数字だけでなく、その裏側で現場
に何が起きているのか、中国から日本を訪れる人々がどのような社会に暮らし、いま何を
求めているのかまで含めて論じる点に、本稿の特色がある。

1.1　先行研究 ― 既存の知見と残された論点
既存研究や政府白書で、概ね合意が形成されている論点は多い。第一に、2010 年代の訪

日急増が、ビザ緩和・円安・LCC就航という三つの制度・供給要因で説明できること（観
光庁・JNTO の各種資料）。第二に、京都やベネチア、バルセロナに見られるオーバーツ
ーリズムの構造と対策（入場料・宿泊税・短期賃貸規制）が、国際的に共通の論点である
こと。第三に、中国が観光を外交手段として用いること――2017 年の対韓 THAAD報復、
台湾への団体旅行制限など――が、観光地政学の分野で繰り返し指摘されてきたこと。第
四に、消費の「モノからコトへ」の移行や、政府が掲げる市場分散・高付加価値化の方針
も、統計と政策文書で確認できることである。
他方、依然として十分に解明されていない論点も残る。第一に、最大市場が急減した際

に「なぜ全体が崩れないのか」を、需要側（他市場の増加）だけでなく、供給側――すな
わち国際線座席という制約と、機材の再配分・不採算路線からの撤退という航空ネットワ
ークの動学――から説明した分析は乏しい。国・地域別の延べ宿泊者数に直行便の有無や
為替が有意に効くことは指摘されているが（九鬼・清水 2019〔5〕）、最大市場が急減し
た局面で座席の再配分がどのように緩衝材として機能するかを論じた研究は見当たらない。
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第二に、「中国客が半減」という総量変化の内訳、すなわちどのセグメント（団体／個人、
地方空港／幹線、初訪日／リピーター）が消え、どれが残るのかという非対称性の解剖は、
統計の粒度の制約もあり手薄である。第三に、中国人の個人旅行者が旅行口コミサイトを
主要な情報源とし、行政が推奨するルートとは異なるスポットに集中することは事例研究
で示されているが（劉ほか 2021〔3〕）、複数市場の SNS を準リアルタイムに横断比較し、
統計に先行する「今」を読む試みは限られる。第四に、外国人旅行者の訪問・宿泊が一部
地域に集中することは、成熟圏（東京・大阪・北海道・京都・沖縄）と潜在成長圏に区分
した内閣府（2018）〔7〕をはじめ広く指摘され、市場ごとの分散度もジニ係数を用いて定
量化されてきた（川口ほか 2021〔6〕）。とりわけ楠本（2025）は、コロナ前（2014〜
2019 年）に台湾・香港のみが訪問地・宿泊地の分散化を進め、台湾は東北へ、香港は福島
・茨城周辺へ拡散していることを明らかにしている〔1〕。ただし、こうした市場分散と地
方分散の関係を、最大市場の中国が急減した 2025 年という再編後の局面で捉え直した議論
は、筆者が調べた範囲では見当たらない。本稿は、これらの空白に実務者の視点から接近
する。

なお以上は国内の観光研究を中心に整理したが、本稿が後述する「玄関・足・声」――
地方空港という玄関、二次交通という足、SNS・多言語発信という声――の三点について
は、国際的な研究にも参照すべき蓄積がある。第一に、“声”すなわち SNS が観光地を生
み出す力については、ノルウェーの山岳地域を対象に、SNS への写真投稿を契機として一
地点へ来訪者が急増する構造と、来訪者の属性（外来の初訪問層か、地元・熟練層か）に
よって空間的な広がりが大きく異なることを、入口別データで実証した研究がある
（Gundersen ほか 2024〔13〕）。市場ごとに SNS の生態系も拡散の度合いも異なるという
本稿の観察と、方向性を同じくする。第二に、“足”すなわち外国人の二次交通について
は、日本を訪れる外国人ドライバーが不慣れな道路環境や標識の非対称性に直面して事故
リスクを高めること（Yoh ほか 2019〔14〕）、また国際観光客による現地道路標識の理解
度が出身地・運転経験・滞在日数などに規定されること（Choocharukul・Sriroongvikrai 

2017〔15〕）が、日本・タイの実証研究で示されている。地方分散の実現には二次交通と
多言語対応が要になるという本稿の論点を、交通工学の側面から補強する知見である。さ
らに、地方・遠隔地への誘客を進める際の安全面の含意として、オーストラリアの海岸を
訪れる外国人が現地知識の不足や言語の壁から高いリスクにさらされること、とりわけ
SNSやインフルエンサーによる「手つかずの秘境」の宣伝が管理の行き届かない地点への
来訪を招きうることが、2005〜2019 年の死亡事例分析から指摘されている（Koon ほか 
2025〔22〕）。多言語の安全情報整備と、誘客側の責任ある発信の必要性という論点は、
地方分散を進める日本にも通じる。第三に、“声”の新たな担い手として、生成
AI（ChatGPT）が旅行計画時の情報過多を緩和し意思決定と満足度を高めうることも、訪
中 旅 行 の 計 画 を題材と し た 実験研究で報告さ れ て い る （ Meyer-Waarden ほ か 
2026〔17〕）。また、“声”の基盤をなす言語対応そのものについては、義務化された現
地アプリの利用局面で言語が中国人旅行者にとって最大の障壁となり、母国語（中国語）
でのサービス提供を受入国が優先すべきことが、890名を対象とした計量研究で示されて
いる（Jiang・Mohamed 2022〔18〕）。自治体が自ら中国語で発信することがなぜ効くのか
（本稿 4.7節・姫路の例）を、利用者側の障壁構造から裏づける。加えて、来訪需要その
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ものを季節性を含めて計量的に予測する試み（Makoni ほか 2023〔16〕、SARIMA モデ
ル）は、本稿が 1.3節で限界として断る計量的検証の一つの方向性を示している。本稿は
これらの国際的知見を、中国という最大市場が急減した 2026 年の日本という固有の文脈へ
と接続する。

1.2　本稿の独自性と貢献
本稿の独自性は四点に整理できる。第一に、筆者が 20 年以上にわたり中国の航空現場

（中国民用航空局との交渉、路線・機材の意思決定、支店運営）に身を置いた実務経験に
基づき、通常はアカデミックに入手しにくい供給側の力学を内側から記述できること。第
二に、中国総代表を退任した後も毎週継続している中国 SNS（小紅書・微博）の定点観測
を、統計に先行する先行指標として用いること。第三に、「インバウンドの上限は需要で
はなく国際線の座席数である」という航空の論理を分析の中心に据え、危機吸収のメカニ
ズムを供給側から説明すること。第四に、2025 年の都道府県別宿泊データを用いて「市場
分散が地方分散を伴う」ことを定量的に示した点（図表 16）である。これは、台湾・香港
の分散傾向をコロナ前に実証した楠本（2025）〔1〕の知見を、最大市場の中国が急減した
2025 年の局面へと拡張するものと位置づけられる。実務知と一次観測を統計分析に接合す
るところに、本稿の貢献がある。ただし本稿は、仮説検証型の計量研究ではなく、実務者
による解釈的・記述的分析であることを、あらかじめ断っておく。

1.3　データと方法、およびその限界
本稿は、性格の異なる複数の情報源を突き合わせるトライアンギュレーション（三角測

量）の姿勢をとる。用いた情報源は次の五つである。 (a) 一次統計：JNTO「訪日外客数」
（月次・年間推計）、観光庁「インバウンド消費動向調査」「宿泊旅行統計調査」 、
IATA・OAG（航空需要・便数）、UN Tourism・WTTC（世界観光）、観光立国推進基本計
画（第 5 次）。(b) 一次観測：筆者による小紅書・微博の毎週の定点観測。本稿の SNS に関
する記述は、主に 2025 年夏から 2026 年 6 月までの投稿を対象とし、投稿内容とエンゲー
ジメント（いいね・保存数）を継続的に記録したものに基づく。(c) 二次情報：中国以外の
市場（欧米・韓国・台湾・タイ・インド）については、各プラットフォームの公開データ、
調査会社・旅行事業者のレポート、報道に依拠する。(d) 引用インタビュー：元観光庁長官
・久保成人氏の見解は、筆者が取材したものではなく、雑誌『地方行政』2026 年 6 月 25 日
号に掲載されたインタビュー記事（橋本誠司・編集委員による）からの引用である。 (e) 実
務観察：筆者自身の現場経験に基づく記述は、自己の経験に依拠する省察的なものであり、
主観性を含む。

方法上の限界も明示しておきたい。SNS の定点観測は無作為抽出ではなく、投稿へのい
いね・保存数はプラットフォームのアルゴリズムに影響され、母集団を代表しない。分析
者は筆者ひとりであり、コーディングの体系性や再現性には限界がある。中国以外の市場
に関する記述は、二次情報の確度に依存する。したがって本稿の知見は、あくまで方向性
を示すものであり、断定は各出典が示す範囲にとどまる。より頑健な結論を得るには、体
系的なサンプリングや計量的手法による検証が望ましい。
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余談 ― 変化の速さを一本の川で
北京に亮馬河（リャンマーホー）という川がある。筆者が北京に関わり始めた 2002 年ご

ろ、そこは正直に言えば「ドブ川」であった。饐えた臭いが漂い、夏は川沿いの窓を開ける
ことさえためらわれた。ところが今はどうか。同じ川に遊覧船が行き交い、両岸には遊歩道
とライトアップが整い、若者が集うデートスポットに変わっている。わずか二十年ほどの出
来事である。トイレも同様だ。かつて中国の公衆トイレは仕切りの下を水が流れる「ニーハ
オトイレ」が当たり前だったが、2015 年に国を挙げた「厠所革命（トイレ革命）」が始ま
り、温水洗浄便座が急速に普及した。スマートトイレの普及率は 2015 年ごろの約 1％から
2024 年には約 15％まで伸びている。中国の 10 年は、日本の 30 年に匹敵する速さで流れる。
日本を訪れる中国人観光客とは、まさにこの猛烈な変化のただ中で日々を送る人々なのであ
る。彼らの目に日本がどう映るかは、彼ら自身の社会がどれほど速く進んでいるかと切り離
せない。この感覚を、本稿の出発点に置きたい。
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2．世界の中の日本 ― コロナ後の観光地図　Japan in the Post-COVID World

日本の数字に入る前に、まず世界全体を見渡しておく。本稿は中国を軸に議論を進める
が、それは中国が「世界で同時に起きていること」の、最も分かりやすい一例だからであ
る。

国連の観光機関 UN Tourism によれば、2025 年に国境を越えて旅をした人は世界でおよ
そ 15 億 2,000 万人。前年より 4％、6,000 万人増えて、コロナ後の新記録となった。これは
単にコロナ前の水準を回復したという段階を越え、2010 年代の「毎年 5％ずつ伸びる」と
いう長期トレンドに復帰したことを意味する。ただし回復には明確な地域差がある。最大
の受け皿は欧州で 7 億 9,000 万人と断トツである。一方、アジア太平洋は 3 億 3,000 万人で、
伸び率こそ 6％と高いが、なおコロナ前を 9％下回っている。アジアの回復が世界で最も遅
れている最大の理由は、中国の出入りの回復が遅れているからである。この時点ですでに
「アジアの動きは中国に連動する」という本稿のテーマが顔を出している。

＜図表 1＞コロナ後の世界観光地図 ― 地域差と日本の立ち位置

（出所：筆者作成。一次データ：UN Tourism「World Tourism Barometer」ほか〈2025 年〉）

その中で日本はどこにいるか。受入客数のランキングでみると、2024 年の世界一はフラ
ンスの 1 億 200 万人、2位スペイン、3位アメリカと続き、日本は 3,690 万人でおおむね世
界 9位であった。それが 2025 年には 4,268 万人、＋15.8％となり、順位をさらに上げたと
みられる。数の絶対値ではまだ上位ではないが、「伸び率」でみれば日本は世界屈指のス
ピードで伸びている国である。経済の物差しでも確認しておく。世界旅行ツーリズム協議
会（WTTC）によれば、2025 年に旅行・観光が世界の GDP に生み出した価値は過去最高の
11 兆 6,000 億ドル。世界経済のおよそ 1割を占め、世界全体の GDP が 2.8％しか伸びなか
った年に、観光は 4.1％伸びた。観光はいま、世界で最も成長の速い産業の一つである。そ
の中で日本は観光の経済規模で世界 5位、しかも伸びしろが大きい。
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＜図表 2＞受入客数の世界ランキング（2024 年、参考値）

注：日本は 2024 年に世界 9位。2025 年は 4,268 万人（＋15.8％）でさらに順位を上げたとみられる。
（出所：筆者作成。一次データ：UN Tourism）
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3．過去 ― 20 年でゼロから構築された観光立国　The Past: Two Decades of Nation-
Building

まず押さえるべきは、20 年前の日本が今とはまったく逆の国だったという事実である。
当時は円が強く、日本人が海外旅行に出かけるのが当たり前の「アウトバウンド大国」で
あった。逆に外国から日本を訪れる観光客はわずか 500 万人前後、今の 8 分の 1以下にす
ぎなかった。この状況を変えたのが、2003 年、小泉政権のもとで始まった「ビジット・ジ
ャパン・キャンペーン」である。「Yokoso! Japan」を合言葉に、2010 年までに訪日客を
1,000 万人へ倍増させる目標を掲げた。今から見れば控えめだが、当時としては野心的な数
字であった。ここが、日本が「観光立国」を国家戦略として掲げた出発点である。すなわ
ち今の 4,000 万人という数字は天から降ってきたものではなく、国の政策としてほぼゼロ
から、たった 20 年余りで作り上げられたものである。裏を返せば、政策や環境が変われば
再び大きく変わりうる脆さも併せ持つ。

3.1　2010 年代 ― ビザ・円安・LCC の三重の追い風
2010 年代に入ると環境が一変する。三つの大きな追い風がほぼ同時に吹いた。第一はビ
ザ緩和である。特に中国向けのマルチビザ（何度でも使えるビザ）が導入され、リピート
訪問が一気に容易になった。第二は円安である。2012 年に 1 ドル 77 円だった為替が 2015

年には 125 円まで下落した。日本経済にとっては重い話だが、外国人旅行者の目には日本
が突然「半額セール」の国に映った。第三は LCC（格安航空会社）の登場で、地方空港に
次々と国際線が就航した。それまで国際線といえば成田と関西くらいであったが、地方空
港へ直接、海外から人が降り立つようになった。この三つが噛み合い、訪日客数は 2013 年
に初めて 1,000 万人を突破し、2019 年には 3,188 万人という当時の過去最高に達した。わず
か 6 年で 3倍である。

この爆発的増加の契機について、元観光庁長官の久保成人氏は、雑誌『地方行政』
（2026 年 6 月 25 日号）に掲載されたインタビュー記事のなかで、はっきりと「2012 年 12

月に第 2 次安倍内閣ができたこと」だと語っている（以下、久保氏の発言はいずれも同記
事からの引用である）。国が本気で旗を振り、各地の運輸局を通じて民間に具体的な行動
を促した。九州では下関と韓国・釜山を結ぶフェリーで来日した人にレンタカー会社が割
引を始め、成田では乗り継ぎ客に市内へ出てもらうモニターツアーを実施した。こうした
官民の地道な積み上げが、2013 年の 1,000 万人突破につながったという。数字の裏には、
必ずこうした人の努力がある。
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＜図表 3＞訪日外客数の推移（2003→2025 年、万人）

注：2003 年ビジット・ジャパン開始（約 520 万人）→2019 年 3,188 万人→コロナで 2021 年 25 万人→2025 年 4,268 万人。
（出所：筆者作成。一次データ：JNTO「訪日外客数」）

3.2　「爆買い」の文化的構造
この時代を象徴する言葉が「爆買い」である。中国の旅行客が炊飯器、空気清浄機、化
粧品、医薬品をスーツケースいっぱいに買い込んで帰る光景が連日報じられた。背景は二
つある。一つは中国の中間層の爆発的な増加、もう一つは「日本製こそ本物だ」という揺
るぎない信頼である。そしてここが重要だが、「爆買い」は単なる衝動買いではなかった。
中国では「面子（メンツ）」と贈り物の文化が、日本人の想像をはるかに超えて重い。誰
に、いつ、何を贈るかが人間関係を左右する。爆買いは、家族や同僚、取引先への土産と
いう贈答文化の延長線上にあり、人間関係を保つための「文化的な行為」でもあった。
「中国人はよく買う」と表面だけを見ていては、彼らの行動は読み解けない。文化の背景
まで踏み込むこと――これがインバウンドを扱う者に不可欠な姿勢である。

3.3　2019 年の警告灯とコロナの断絶
絶好調の裏で、実は警告灯が点滅していた。2019 年時点で二つの危うさがあった。第一

は、中国一国が訪日客全体のおよそ 3割を占める「中国依存」の構造。一国に頼りすぎる
構造は、その国で何かあったとき一気に崩れる。第二は、京都や浅草といった人気の場所
ですでに混雑が常態化し、住民の生活に支障が出始めていたこと――いわゆるオーバーツ
ーリズム（観光公害）の芽である。
そこへ 2020 年、新型コロナウイルスが襲った。訪日客は 2019 年の 3,188 万人から 2021

年にはわずか 25 万人へと、事実上断絶した。100 分の 1以下である。ホテル、旅行会社、
飲食店、土産物店――観光に関わるあらゆる産業が存亡の危機に立たされた。筆者もこの
時期、青島で危機対応の最前線にいた。刻々と変わる防疫規制のなかで、社員と乗務員の
安全を守りながら国際線を止めない、苦しい日々であった。だがこの断絶は、日本の観光
に決定的な教訓を残した。「数さえ確保すればよい」という量的拡大のモデルが、外から
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のショックに対していかに脆いか、という冷厳な事実である。次の時代の設計思想は、こ
の痛い教訓の上に築かれることになる。
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4．現在 ― 世界規模の地殻変動　The Present: A Global Tectonic Shift

4.1　中国依存から市場分散へ ― 回復の「質的変化」
コロナから急速に回復したことはよく知られているが、その回復には単に数が戻った以
上の、決定的な「質の変化」が伴っていた。2019 年、訪日客の構成は中国一国が 3割を占
める一極依存であった。ところが 2025 年には中国の比率は 21％まで下がり、代わりに韓
国 22％、台湾 16％、米国 8％と、市場が大きく分散した。政府が重点を置く 23 市場のうち
実に 20 市場が年間過去最高を記録し、オーストラリアは初めて年間 100 万人を超えた。
「全体でなんとなく増えた」のではなく、「あらゆる市場で同時に増えた」のである。

これは偶然ではない。コロナで「一国依存は危険だ」と痛感した日本が、意図的に市場
を分散させてきた結果である。そしてこの分散こそが、冒頭の「謎」を解く最大の鍵とな
る。中国が減っても全体が崩れないのは、支えてくれる他の市場を、コロナ後の数年間で
きちんと育てておいたからである。

＜図表 4＞訪日客の市場構成の変化（2019 年→2025 年）

（出所：筆者作成。一次データ：JNTO「訪日外客数」）

4.2　世界の空も「二極化」 ― 勝ち組と負け組
日本の話に入る前に、世界の空がどうなっているかを見ておく。国際航空運送協会

（IATA）のデータによれば、2026 年 4 月、世界全体の航空需要は前年同月比マイナス
3.4％と、コロナ後で初めてマイナスに転じた。「右肩上がりの全面回復」という時代が、
名実ともに終わったのである。ただしこれを「旅行ブームの終わり」と片づけるのは早計
だ。中身を見ると明暗がはっきり割れている。
マイナスの正体は中東である。中東系の航空会社は、この地域の戦争の直撃でマイナス

46.6％、ほぼ半減した。ドバイやドーハといった世界の東西を結ぶ巨大ハブが機能不全に
陥っている。実は中東を除けば、世界の需要はプラス 1.2％とちゃんと伸びている。そして
アジア太平洋は、これまで世界をけん引していたのにプラス 3.0％へと急ブレーキがかかっ
た。IATA はその理由の一つに「日中路線の政治的な緊張による減速」を明確に挙げてい
る。一方で象徴的なのが欧州である。欧州の航空会社の需要はほぼ横ばいだったが、欧州
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とアジアを直接結ぶ路線はなんと 15.3％も増えた。これまで中東で乗り継いでいた客が、
危険な中東を避けて直行便に切り替えたのである。いま世界の旅行者の資金と人の流れは、
リスクの高い地域から安全な地域へと猛烈な勢いで移動している。筆者はこれを「富とシ
ェアの再配分」と呼ぶ。日本が向き合っているのは、日本だけの話ではなく、この世界規
模の地殻変動なのである。

＜図表 5＞世界の航空需要・前年同月比（2026 年 4 月、RPK ベース）

注：コロナ後で初のマイナス（−3.4％）。主因は中東の戦争。ただし中東を除けば＋1.2％と伸長。
（出所：筆者作成。一次データ：IATA「Air Passenger Market Analysis」）

4.3　同じ力学に直面する他国 ― 3 つの比較ケース
ここで日本の外に目を向ける。いま日本が直面する「政治」「為替」「混雑」という三
つの力は、けっして日本だけの、あるいは中国だけの問題ではない。三つの国・地域を鏡
として見てみよう。
第一はタイである。タイは日本以上に中国に依存してきた国で、コロナ前は年に 1,100

万人の中国人が訪れていた。ところが 2025 年、その数はコロナ前のおよそ 3割の水準まで
落ち込んだ。原因は――日本と違って興味深いのだが――政治ではなく「安全」である。
2025 年初め、中国の俳優がタイを経由してミャンマーの詐欺拠点に連れ去られる事件が起
き、中国の SNS で一気に拡散して「タイは危ない」という空気が広がった。ある調査では
「タイは危険だ」と答える中国人が 1 年で 38％から 50％超へ跳ね上がった。結果、タイは
コロナ禍を除けば 10 年ぶりに観光客が減り、かつて格下と見ていた日本やマレーシアに客
数で追い抜かれた。一国依存の怖さを、日本より極端な形で見せる例である。
第二は、観光の成功が「代償」を生んでいる南欧の街々である。イタリアのベネチアは

2024 年から世界で初めて日帰り観光客から入場料を取り始め、2025 年には 540 万ユーロ
（日本円で 8 億円以上）を集めた。ところが混雑そのものはほとんど減らず、地元議員が
「この実験は失敗だった」と言うほどである。スペインのバルセロナはさらに踏み込み、
市長が「これ以上、観光客は一人も要らない」と言い切って、2028 年までに市内の民泊 1

万戸をすべて無くすと決めた。京都の混雑は、けっして日本だけの悩みではない。観光が
GDP に占める比率が高い国ほど規制に消極的で促進的な施策を採りやすく、依存度の低い
国ほど厳しい環境規制に踏み込みやすいという構図は、欧州の主要 10 か国・20都市を対
象としたマッピング研究でも確認されている。ベネチアやアムステルダムの入場料・短期
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賃貸規制のような先進的措置がある一方で、国レベルの包括的立法は乏しく、EU 全体で調
和した枠組みが求められるという（Misirlis 2026〔19〕）。過剰観光が世界共通の構造的課
題であることを、政策比較の側面からも裏づける。
第三は韓国と台湾である。両者は日本に客を送り出す市場であると同時に、自身も中国

客を奪い合うライバルでもある。とりわけ興味深いのは、対中国戦略が日本と正反対であ
る点だ。日本が中国人向けビザの申請料を 5倍に上げたまさにその頃、韓国は逆に中国の
団体客のビザを免除して誘致に動いた。同じ中国客を隣国と取り合っているのである（注：
この措置は制度上、ビザ免除対象外の全ての国・地域〈約 120カ国〉が対象であり、中国
だけを名指しした措置ではない。ただし 2025 年の査証発給 786 万件のうち中国向けが 73％
を占めるため、実質的な負担は中国人渡航者に集中する構造である。一次査証は 3,000 円
から 15,000 円へ、数次査証は 6,000 円から 30,000 円へ、2026 年 7 月 1 日付で改定された。
出典：外務省〔査証手数料等の変更について〕）。そして台湾は、中国が「団体旅行の許
可」を政治のカードとして使う典型例だ。10 年前、訪台客の 4割は中国人であったが、今
ではわずか 7％、8割以上が消えた。いま日本で起きていることと、まったく同じ構造であ
る。世界を見渡すと、日本の悩みは特別なものではない。政治、為替、混雑――どの国も
同じ力学のなかでもがいており、中国はその中でいちばん大きく、いちばん分かりやすい
一例なのである。

＜図表 6＞同じ力学に直面する他国 ― 3 つの比較ケース

ケース 何が起きたか 日本への示唆

タイ 「安全」不安で中国客が 2019 年比 約 3割へ。
日本・マレーシアに客数で逆転される

対中依存の脆さを、より極端な
形で示す

南欧 ベネチアは日帰り入場料（2025 年 540 万ユー
ロ）、バルセロナは 2028 年までに民泊免許を
全廃

過剰観光は世界共通課題。京都
だけの悩みではない

韓国・台湾 韓国は中国団体にビザ免除で誘致（日本と
逆）。台湾は中国客が 10 年で 4割→7％

為替と政治が流れを変える。競
争相手でもある

（出所：筆者作成。一次データ：TAT〈タイ政府観光庁〉、Euronews、バルセロナ市発表、韓国・台湾の受入統計）

4.4　【謎の回収】航空の柔軟性が支える供給構造
いよいよ冒頭の謎を解く。2026 年 4 月のデータを見ると、中国は前年同月比マイナス

56.8％と急落し 33 万人となった。ところが同じ月、韓国はプラス 21.7％で 87.9 万人、台湾
はプラス 19.7％で 64.4 万人と大きく伸び、米国もプラス 0.8％で 33 万人と過去最高を記録
している（注：ここでの「中国」「韓国」「台湾」等はいずれも国籍・出身地別の訪日客
数〔JNTO 推計〕を指し、航空路線区分ではない。次段落以降の「中国線」「韓国線」は
航空会社の運航路線を指すため、両者を混同しないよう留意されたい）。韓国・台湾の伸
びが中国の空いた穴を埋め合わせ、訪日総数はマイナス 5.5％で踏みとどまった。

なぜこんな芸当ができるのか。ここで航空の視点が決定的に効いてくる。大原則を一
つ――インバウンドの上限を決めるのは、需要ではなく「国際線の座席の数」である。ど
れだけ日本に来たい人がいても、飛行機の席がなければ来られない。逆に言えば、航空会
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社が座席を振り向けた先に旅客が生まれる。2026 年、航空各社は中国線で余った機材を、
韓国線・台湾線・北米線、さらにはインドや中東へと配置し直した。これがネットワーク
の「柔軟性」である。

ただし、ここは正確に述べておきたい。座席供給はインバウンドの必要条件であって、
十分条件ではない。就航しさえすれば必ず旅客がついてくるわけではなく、需要と採算の
裏づけを欠く路線は、減便や運休の対象となる。実際、各社が中国線を絞り込んだこと自
体、需要が細り採算が悪化した結果にほかならない。したがって本稿でいう「柔軟性」と
は、①需要が見込める市場へ機材を選別的に振り向けられること、そして②不採算に陥っ
た路線から機動的に撤退できること――この両面を指す。つまり航空は、状況に応じて供
給を作り替えられるがゆえに、特定の一国に依存せずにすむ。だからこそ、中国が消えて
も全体は崩れない。謎の答えは、需要の側ではなく、供給の柔軟性の側にあった。本稿で
最も強調したい論点である。

＜図表 7＞東アジアの訪日客フロー再編（2026 年 4 月）

注：中国線の縮小を韓国・台湾が補い、余剰機材は北米・インド等へ。総数は−5.5％。
（出所：筆者作成。一次データ：JNTO〈2026 年 4 月推計〉・OAG）

4.5　中国減少の政治的要因と非対称な再編
中国の減少をもう少し丁寧に見ておく。これは一時的なブレではない。2025 年 12 月に
マイナス 45.3％、 2026 年 1 月 に はマイナス 60.7％（ 38.5 万 人 ） 、 2 月 もマイナス
45.2％（39.6 万人）と大幅な減少が続いた。1 月は総数も 4 年ぶりに前年割れ（マイナス
4.9％）となったが、2 月は増加に転じ、1〜2 月累計ではほぼ横ばいに戻している。原因は
景気ではなく「政治」である。発端は、2025 年 11 月 7 日、衆議院予算委員会における台湾
有事（存立危機事態）をめぐる首相答弁（高市早苗首相）であった。これに中国が強く反
発し、11 月 14 日、中国外務省が国民に日本への渡航自粛を呼びかけた。翌日から中国の
大手航空各社が日本行き航空券の無料キャンセルを受け付け始め、団体ツアーが次々に中
止された。
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＜図表 8＞訪日中国人客数・前年同月比の推移（2025 年 12 月〜2026 年 4 月）

注：5 か月連続の大幅減。景気ではなく政治要因。1 月は総数も 4 年ぶりに前年割れ（−4.9％）。
（出所：筆者作成。一次データ：JNTO 月次推計）

中国系航空会社は日本路線の便数を計画比でおよそ 24％減らした。英国の航空データ会
社OAG の分析では便数ベースで 24.3％、座席ベースで 23.2％の減少である。しかも減らし
方が非常に偏っていた。関西空港は国際線に占める中国便の割合が 34％と、成田の 17％の
倍も高く、打撃が関西に集中した。天津・南京・長沙といった路線が次々に運休に追い込
まれ、地方でも仙台空港や静岡空港で中国との定期便が事実上ゼロになった。景気が悪く
て人が来ないのとはまったく違う。政治的に、意図的に、蛇口が絞られたのである。
歴史を振り返ると、中国が観光を外交のカードに使うのは今回が初めてではない。 2017

年、韓国が米国のミサイル防衛システム THAAD を配備したときも、中国は韓国への団体
旅行を事実上止めた。2023 年には米中の直行便が絞られた。ところがそのたびに、行き場
を失った旅客は消えるのではなく、東京やソウルへと流れた。周辺国がまるで当番制のよ
うに受け皿になってきたのである。裏を返せばこれは希望でもある。景気が理由なら回復
に時間がかかるが、政治が理由なら、関係が和らいだ瞬間に需要が戻ってくる可能性が高
い。中国の人々の「日本に行きたい」という気持ちそのものは、少しも冷めていないと筆
者は見ている。
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KEY FINDING ― セグメント別の「非対称」な再編
「中国客がほぼ半減」という数字を、一律に受け取ってはならない。実態は極めて非対称

な再編である。失われたのは「中国の内陸・地方都市を出発し、日本の地方空港に着き、団
体ツアーで初めて日本に来る」層で、この組み合わせがごっそり消えた。運休路線の大半は
中国の二級都市と日本の地方空港を結ぶものであった。一方で維持されたのは「中国沿岸の
大都市（上海・北京）を出発し、東京・大阪の幹線に着き、個人旅行で何度も日本に来るリ
ピーター・富裕層」である。上海と東京・大阪を結ぶ基幹路線は減便はあっても運休してい
ない。その証拠に、日本の航空会社はむしろ潤った。日本航空（ JAL）は 2025 年度 4〜12 月
の EBIT が前年比＋24.2％の 1,791 億円となり、再上場以来の最高益を更新。ANA も「中国系
エアラインの減便に伴う需給のタイト化により影響は限定的で、前年から増収」と明言して
いる。皮肉にも、この“制裁”で最も痛手を負ったのは発動した中国側の航空会社であっ
た。政治リスクは、均等には降りかからない――観光を考えるうえで絶対に覚えておくべき
構造的教訓である。

4.6　消費構造の変化と国内観光の位置づけ
消費の中身も大きく変わった。2025 年の旅行消費額は 9 兆 4,549 億円、訪日客 1 人当た
りでは 22.9 万円である。注目すべきは費目の順位だ。かつて主役だった買い物代を宿泊費
が抜き、ついにトップになった。宿泊費 36.6％、買物代 27.0％である。これは訪日客の価
値観が「モノを買う」ことから「日本で時間を過ごす」ことへと重心を移したことを意味
する。高級旅館に泊まり、和食に舌鼓を打ち、茶道や着物を体験する――いわゆる「モノ
からコトへ」の転換である。もっとも近年のおみやげ研究は、土産の価値が商品そのもの
だけでなく「経験・思い出」や贈答としての「ギフト性」からも構成されることを実証し
ており（鈴木ほか 2023〔8〕）、「モノ」の内側にすでに「コト」が織り込まれているこ
とを示唆する。中国の SNS でも、かつては「何を買ったか」を自慢していたのが、今は
「どんな体験をしたか」「どれだけ価値があったか」をレシート付きで検証する投稿が増
えている。

ただし正確を期したい。買い物代も依然として 27％を占め、金額としては巨大である。
「爆買いは終わった」と言い切るのは行き過ぎで、「宿泊が買い物を追い抜いた」と表現
するのが実態に近い。転換は起きたが、断絶したわけではない。この安定性は消費行動の
面からも裏づけられる。森田（2020）は、訪日中国人の 1 人 1回当たり消費が元ベースで
は 1.1 万元台にほぼ固定され、円換算額の変動の約 8割を人民元レートが説明することを示
した〔9〕。中国人は 1回当たり予算を一定に保ち、所得の増加分をむしろ訪問「回数」に
振り向ける傾向があり、買物単価の頭打ちと体験・回数への移行という本稿の見立てと整
合する。ニュースの見出しは「爆買い終焉」と煽りがちだが、一次データに戻って正確に
捉えることが、観光を仕事にするなら不可欠である。
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＜図表 9＞訪日客の費目別消費構成（2025 年）

注：宿泊費（36.6％）が買物代（27.0％）を抜き最大費目に。「モノからコトへ」の転換。ただし買物も依然巨大。
（出所：筆者作成。一次データ：観光庁「インバウンド消費動向調査」）

ここで意外な逆説を紹介する。中国は客数の比率こそ 21％まで下がったが、旅行消費額
でみると 2025 年通年でなお 2 兆 26 億円と断トツの首位である。全体の 21.2％を占め、唯
一 2 兆円台に乗せた市場だ。一人当たりの単価が高いため、頭数が減っても消費総額では
最大になる。もっとも四半期ベースでは、中国の半減により台湾が消費額で初めて首位に
立つ場面も出てきた。市場は「客数」だけで評価してはならず、「単価×人数」で見て初
めてその本当の重みが分かる。中国は「減った」と言われるが、金額の面では今も最も重
要な顧客の一つである。
視野を広げよう。実は日本の観光の主役はインバウンドではない。2025 年の国内旅行の

消費額は合計 37.6 兆円で、うち日本人の国内旅行が 26.8 兆円（宿泊旅行 21.7 兆円、日帰り
旅行 5.1 兆円）、訪日外国人が 9.5 兆円、残る 1.4 兆円が日本人の海外旅行における国内消
費分（出発前の準備費用、空港までの交通費、国内での買い物等）である（出典：観光庁
「旅行・観光消費動向調査」2025 年確報）。インバウンドは全体の 4 分の 1 にすぎない。
日本の観光の土台はあくまで日本人の国内旅行であり、インバウンドは国内観光を「補
完」するものと位置づけるのが正確だ。ただし――人口が減っていく地方にとっては、こ
の「補完」が「救世主」になりうる。国内需要だけでは食べていけない地域に、外から新
しい需要をもたらしてくれる。だから地方こそ、インバウンドを賢く使うべきである。

＜図表 10＞日本の観光市場の構造 ― 土台は国内旅行、インバウンドは約 4 分の 1（2025

年）
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注：国内旅行消費 計 37.6 兆円のうち訪日は 9.5 兆円（約 25％）。地方には“補完”が“救世主”に。
（出所：筆者作成。一次データ：観光庁「旅行・観光消費動向調査」）

4.7　セグメント別に見る、三つの顔
今の訪日客は、ざっくり三つの異なる「顔」を持つ。第一は中国。かつての団体旅行・
爆買いから、個人旅行（FIT）へと主役が交代した。そして中国市場は内部で二極化してい
る。政治や世論に敏感に反応して動きを止める「大衆層・団体・初訪日客」と、政治的な
摩擦を気にせず自分の意思で旅を組み立てる「富裕層・リピーター」である。後者は、い
ま日本にとって非常に重要な層だ。第二は韓国と台湾。リピート率が 8割を超える「常連
の国」で、目的は食べ歩きやアニメ・映画の聖地巡礼。まさにいま中国の穴を埋めている
のがこの二か国である。第三が欧米豪。頭数は多くないが、一人当たりの消費が桁違いに
高い。ドイツ 39.2 万円、英国 39.1 万円、オーストラリア 38.7 万円と、中国の約 25 万円、
韓国の約 10 万円を大きく上回る。長く滞在し、本物の文化と自然をじっくり味わう層であ
る。「訪日客」とひとくくりにしてはならない。市場ごとに、いや同じ国の中でも層ごと
に、旅の目的も落とすお金もまるで違う。これからの戦略は、この違いを前提にきめ細か
く組み立てねばならない。

＜図表 11＞市場別・訪日客 1 人当たり旅行消費額（2025 年、確報）

注：欧州・豪州は単価が突出（図はドイツ・英国・豪州）。頭数は少なくとも「単価×人数」でみると重い（ドイツ
39.2 万円・英国 39.1 万円・豪州 38.7 万円）。
（出所：筆者作成。一次データ：観光庁「インバウンド消費動向調査」2025 年暦年確報）

この単価差の背景には、滞在日数の違いがある。観光庁「インバウンド消費動向調
査」2025 年暦年確報によれば、全国籍・地域平均の滞在泊数は 9.5泊（前年比＋0.5泊）で、
国・地域ごとに大きな開きがある。フランス 18.4泊、ドイツ 18.0泊、インド 17.7泊、カナ
ダ 14.6泊、英国 14.4泊、オーストラリア 13.5泊と欧米豪が軒並み長く、対照的に韓国 4.0

泊、台湾 6.5泊、香港 6.2泊と近隣アジアは短い。中国は 9.1泊で全体平均に近い水準であ
る。長期滞在の市場ほど 1 人当たり消費額が高い傾向は、宿泊費・飲食費が滞在日数に比
例して積み上がる構造から見て自然な結果であり、図表 11 の単価差を裏付ける。

なお、ベトナムは全目的の平均泊数が 45.3泊（前年差＋9.9泊）と突出して長いが、こ
れは近親者訪問ではなく、留学および技能実習を含む就労目的の滞在が多いことによる。
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同調査で観光・レジャー目的に限定するとベトナムの平均泊数は 6.6泊まで下がり、他の
東南アジア市場と近い水準になる。したがって「訪日客」を国籍だけで一括りにする際は、
全目的値と観光・レジャー限定値のどちらを見ているかを区別する必要がある。

＜図表 12＞国籍・地域別 平均滞在泊数（2025 年暦年確報、全目的）

国・地域 平均泊数 前年差

フランス 18.4泊 ＋1.7泊

ドイツ 18.0泊 ＋1.7泊

インド 17.7泊 ＋1.4泊

カナダ 14.6泊 ＋2.3泊

英国 14.4泊 ＋1.3泊

オーストラリア 13.5泊 −0.4泊

米国 12.0泊 −0.1泊

中国 9.1泊 −0.1泊

台湾 6.5泊 ＋0.5泊

香港 6.2泊 −0.6泊

韓国 4.0泊 −0.3泊

ベトナム（全目的） 45.3泊 ＋9.9泊

ベトナム（観光・レジャー限定） 6.6泊 ＋0.0泊

全国籍・地域平均 9.5泊 ＋0.5泊
（出所：筆者作成。一次データ：観光庁「インバウンド消費動向調査」2025 年暦年確報）
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5．最近の傾向 ― SNS が映す「今」（世界版）　What Social Media Reveals

5.1　分析の方法論 ― 市場ごとに棲む SNS が違う
後半では、統計には出てこない「今この瞬間」の空気を、SNS から読み解く。その前に

一つ、筆者が常に心がける視点を述べたい。それは「市場が違えば、棲んでいる SNS も違
う」ということである。筆者は毎週、中国の小紅書（シャオホンシュー）と微博（ウェイ
ボー）を見ているが、この二つだけでは世界の半分しか見えない。欧米の旅行者は Reddit

という掲示板で旅の計画を練り、TikTokや Instagram で憧れをふくらませ、YouTube で予
習する。韓国の人は Naver のブログと YouTube。台湾は Facebook と Instagram に加え、
Dcardや PTT という掲示板が効く。タイに至っては、いまだに Facebook が情報の主軸であ
る。
重要なのは、プラットフォームごとに「見えるもの」が違うという点だ。検索型の掲示
板やブログには旅の「計画」と、時に辛口の「本音」が出る。TikTok のような短い動画は
衝動的な「行きたい」を生む。写真の SNS は憧れを見せる。一つの言葉、一つのアプリだ
けを見ていると、その市場を必ず読み違える。筆者が中国の SNS を毎週定点観測し、欧米
やアジアにはそれぞれ専用の分析ツールを充て、最後に日本語でまとめているのは、この
ためである。

ここで、本節で扱うデータの性格を明示しておきたい。中国に関する記述は、筆者が毎
週みずから小紅書・微博を定点観測し、投稿内容と投稿へのいいね・保存数を継続的に記
録した一次的な観察に基づく。これに対し、欧米・韓国・台湾・タイ・インドなど中国以
外の市場については、筆者が現地 SNS を直接・網羅的に観測しているわけではなく、各プ
ラットフォームの公開統計、旅行事業者・調査会社のレポート、報道、 JNTO の市場別統
計といった二次情報に依拠している。したがって、以下で挙げる個別の数値（コンビニ利
用率や検索急増、台湾からの福岡便の伸び、タイの旅行実態調査など）は、それぞれの調
査・報道に基づく推計・引用であり、悉皆調査の結果ではない。市場ごとに情報の粒度と
確度が異なる点は、読み手として留意されたい。主要な二次情報の出所は巻末の出典一覧
に示す。

＜図表 13＞市場別・SNSプラットフォーム・マトリクス

市場 主要プラットフォーム そこに映る「日本」の語られ方

中国 小紅書（RED）／微博 円安への即時反応、消費の二極化、ビザをめぐ
る議論

欧米 Reddit／TikTok／Instagram／
YouTube

穴場（off the beaten path）、コンビニ観光、安全
・清潔、円安、限定品ハント

韓国 Naver（ブログ）／YouTube 週末・弾丸・高頻度。東京・福岡・大阪

台湾 Facebook／Instagram／Dcard／PTT 深度旅遊（一つの土地を深く掘る）。地方分散
が顕著

タイ Facebook／Chill Chill Japan 四季・雪への憧れ。個人手配・レンタカー
（出所：筆者作成）
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5.2　各市場の SNS が映す日本
中国 ― 円安・ビザ・二極化。　中国総代表を退任した後も毎週、小紅書と微博を定点観

測している。まず円安への反応が驚くほど速い。「円がまた下落した、夏休みの日本旅行
が最高だ」という投稿が、わずか数時間で 100 いいねを超える。為替の動きがリアルタイ
ムで旅行意欲に直結している。次に消費の二極化が鮮明だ。一方では「日本語ゼロで 1 万
元、節約旅行に挑戦」という投稿が 4,599 いいね、他方で星野リゾート奥入瀬渓流の宿泊
レビューが 3.2 万いいねを集める。安く回りたい層と、とことん贅沢したい層に、きれい
に分かれてきている。そして最大の話題がビザだ。日本政府は 2026 年 7 月から中国人向け
観光ビザの申請料を 3,000 円から 15,000 円へと一気に 5倍へ引き上げる一方、中国人向け
としては初めて 10 年間有効の複数回ビザを新設した。気軽な一見さんは値上げで自然に減
らし、本気で何度も来るリピーターには 10 年ビザで囲い込む――国の政策そのものが「量
から質へ」の選別を始めたのである。中国の SNS でも「値上げは痛いが 10 年ビザは便利
だ」という声が多く、決してネガティブ一色ではない。
欧米 ― 穴場・コンビニ・安全・円安。　欧米は中国と驚くほど語られ方が違う。第一は

「穴場」への渇望。合言葉は「off the beaten path（人の通らない道へ）」で、東京・大阪・
京都のゴールデンルートは「もう卒業」、二度目・三度目の旅行者ほど東北や四国、金沢、
九州へ分け入る。自らを「invisible tourist（目立たない旅人）」と呼び、混雑を避けること
を誇る人さえいる。実際、日本の宿泊のおよそ 7割がたった 5つの都府県に集中しており、
その裏返しとして「まだ知られていない日本」への飢えが、欧米では中国以上に強い。第
二は「コンビニ」だ。TikTok で「グロサリーストア・ツーリズム（コンビニ観光）」とい
う言葉が生まれ、昨夏には「セブン-イレブン 日本」というグーグル検索が 50倍に跳ね上
がった。訪日客の 8割以上が旅行中にコンビニへ立ち寄る。彼らはコンビニを「旅の万能
インフラ」として語る――海外カードで現金が下ろせる ATM、Suica のチャージ、荷物を
次の宿へ送れる配送サービス。日本人が当たり前だと思う日常が、彼らには「未来」に見
える。第三は「モノ」への熱狂だ。中国では「モノからコトへ」と言われるが、欧米では
むしろ TikTok で見た「限定品」を手に入れる買い物が旅の目的になっている。ドン・キホ
ーテ、オニツカタイガー、日本限定のキットカット。円安がその購買力を後押しする。
「モノからコトへ」は世界一律ではないのである。第四は円安と安全。 1 ドル 150 円
（2019 年は 110 円）で、彼らの目に日本は「とにかく安い国」に映る。そして安全で、清
潔で、時間に正確。とくに一人旅の女性や家族連れにとって、この「安全」は他国にはな
い強い訴求力となっている。

アジア他市場 ― 韓国・台湾・タイ・インド。　「アジア＝中国」とひとくくりにしては
ならない。韓国は 2025 年に約 945 万人が訪れた最大の送り出し市場で、旅は「週末・弾丸
・高頻度」。福岡は飛行機なら 1時間、フェリーでも行ける近さで大人気だ。台湾は 2025

年 676 万人、消費額では中国に次ぐ第 2位にまで育った。リピーター率は 8割超で、キー
ワードは「深度旅遊」――浅く駆け足で回るのでなく、一つの土地を深く掘り下げる旅で
ある。台湾の旅行アプリのデータでは海外旅行先の実に 55％が日本で、福岡への旅行が前
年の 5.6倍に急増した。地方分散が数字にはっきり表れている。タイは 2025 年 123 万人で
消費額は過去最高。惹きつける殺し文句は「四季」、とりわけ「雪」だ。常夏の国ゆえ雪
や氷は贅沢そのもので、さっぽろ雪まつりは大人気である。ある 2,000 人規模の調査では 8
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割が個人手配の自由旅行で、レンタカー利用率は他国の倍以上。家族で車を借りて地方を
のびのび回るのがタイ流だ。インドは 2025 年、初めて 30 万人を超え前年比＋35％。かつ
ては桜の春だけだったのが、いまや夏も冬も来る「通年の市場」に変わりつつある。北海
道の雪はインドの新婚旅行の定番になった。獲得の鍵は菜食対応と多言語案内、そして航
空である。2026 年にはムンバイと成田を結ぶ毎日の直行便が就航する。座席が増えれば、
その先に旅客が生まれる――本稿が繰り返す原則が、ここでも効く。

5.3　横断比較と三つの共通テーマ
これらの市場を横に並べると、面白いことに気づく。同じ現象が世界中で同時に起きて
おり、ただ「言い方」だけが市場ごとに違うのだ。第一に「日本は安い」。中国では「日
本語ゼロで節約旅」、欧米では「Japan is so cheap」、韓国では「近くて安い週末旅」、タ
イでも「割安感」。表現は違えど、円安という一つのドライバーが世界中の旅行者の背中
を同時に押している。第二に「地方分散」。中国は避暑地と包車、欧米は「 hidden 

gems」、台湾は深度旅遊で福岡が 5.6倍、タイは地方へのドライブ、インドは通年化によ
る分散。定番都市からの卒業は世界同時進行である。第三に「マナー摩擦」。迷惑な行い
が炎上し、興味深いことに旅行者コミュニティの内側から「恥ずかしい」と自省する声が
上がる。日本の地元が生んだ「観光公害」という言葉は、そのまま世界の言葉でもある。
第四が最も重要で、「モノからコトへ」だ。中国・タイ・台湾では確かに買い物から体験
へ軸が移っているが、欧米では TikTok 発の「モノ」の熱狂がむしろ再燃している。便利な
一言では世界を一律に説明できない。テーマは世界共通、けれども表現とプラットフォー
ムは市場ごとにまるで違う。だからこそ、一つの数字・一つの SNSだけを見て「訪日客は
こうだ」と語ってはならない。中国を軸に世界を見渡すと、この「共通」と「差異」の両
方がくっきり見えてくる。

これらの共通性は、印象論だけでなく、断片的ながら客観的な材料でも裏づけられる。
「日本は安い」については、2026 年 1〜3 月のインバウンド消費で欧米豪の 1 人当たり単価
が 40 万円を超えたこと、円安局面で英・仏・独・伊・西・北欧を含む欧米市場が観光統計
上そろって記録的な伸びを示していることが挙げられる。「地方分散」については、台湾
の旅行アプリで福岡行きが前年の 5.6倍に伸びたこと、JNTO の宿泊統計で三大都市圏が減
る一方、地方部が伸長していることが確認できる。「コンビニ観光」は、訪日客のコンビ
ニ利用が急増し、セブン-イレブンの訪日客売上が前年比で倍増、決済実績が全国店舗の
99％超に及ぶと複数の媒体が報じている。ただし――これが重要な留保だが――これらは
市場・調査ごとに出所も手法も異なるため、非中国市場について断定できる範囲は、あく
まで各出典が示す事実にとどまる。中国のように筆者自身が毎週追い続けている一次観測
とは、確度の性格が異なることを重ねて付言しておく。
以下では、これら世界共通のテーマのうち、筆者が毎週一次観測を続ける中国の SNS で

最も鮮明に立ち上がっている三つを、具体例として掘り下げる。中国はあくまで一つの窓
だが、「避暑」「新しい移動手段」「地方分散」という切り口は、程度の差こそあれ他市
場にも共通して見いだせるものである。
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共通テーマ① ― 「避暑地」ブーム、気温差が生む新しい夏
この夏、中国の SNS で「日本避暑地」というキーワードが急増している。人気は長野県の

軽井沢、上高地、地獄谷、それに伊豆や熊野。かつては東京・京都・富士山ばかりだったの
が、今は地方の高原へ関心が移った。理由はシンプルかつ強力で、「涼しさ」である。中国
都市部の夏は上海で 36℃、北京で 33℃、成都でも 33℃とうだるような暑さだが、軽井沢は
標高 1,000m で平均 22℃、東京よりも 7〜10℃低い。上高地に至っては 18℃だ。この 13〜
18℃の気温差が、何よりの訴求力になっている。ある投稿は「東京から車で 1時間、夏でも
22℃、温泉に入って焼肉を食べる。都会にいるより 100倍快適。今年の夏は人混みの京都に
行くのはやめよう」と書き、1,200 いいねを集めた。長野の攻略記事は保存が 8,900 を超え
る。これは単なるブームではない。日本の観光業界は長年、7〜8 月を「国内客の季節」「イ
ンバウンドのオフシーズン」と考えてきた。ところが中国の夏の「暑さ」という負の体験
が、日本の「涼しさ」という正の体験と結びついた瞬間、これまで閑散期だった真夏が新し
い繁忙期に変わりうる。季節を逆手に取る――地方にとって非常に大きなチャンスである。

＜図表 14＞中国主要都市（夏）と日本の高原・避暑地の気温対比

注：軽井沢＝平均 22℃・上高地＝18℃、気温差 13〜18℃が最大の訴求力。投稿は小紅書。
（出所：筆者作成。一次データ：夏季平年気温〈気象庁等〉、小紅書投稿）

共通テーマ② ― 「包車」＝アルファードチャーターの台頭
二つ目は「包車（バオチャー）」、運転手付きの車を一日単位で貸し切るチャーターサー

ビスの台頭である。小紅書を見ると「関東の包車はいくら」「関西は」「北海道は」という
価格表が、ユーザー自身の手で共有され、もはや定番の情報になっている。主役の車種はト
ヨタのアルファードやハイエースだ。日本で高級送迎の代名詞であるあの黒い大きなミニバ
ンが、いまや中国人個人旅行者の「新しい足」になっている。団体旅行のバスでも、電車・
バスの公共交通でもない「第三の足」が生まれたのである。空港からホテル、地方の観光地
まで、自分たちのペースで荷物を気にせずプライベートに回れる。これが個人旅行（ FIT）
の深化と地方への分散を同時に後押しする。電車では行きにくい地方の島や山あいほど、こ
の包車が効く。ただし課題もある。無許可でこっそり営業する「白タク」の問題だ。安全面
でも税・制度の面でも見過ごせない。中国語に対応した正規のチャーター事業者を、地域が
きちんと育てて連携していく必要がある。ここに、地方の観光と雇用にとって大きなビジネ
スチャンスがあると筆者は見ている。
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共通テーマ③ ― 地方分散の最前線、自治体の中国語発信
三つ目が地方分散である。中国の SNS では今、東京・大阪・京都の定番三都市に加え、地

方都市の存在感が急速に増している。金沢は「日本で最も過小評価された街」として紹介さ
れ 321 いいね。特に象徴的なのが姫路だ。姫路の観光局が小紅書に公式アカウントを開設し
たところ、その投稿が 2,756 いいねを集めた。自治体が自ら中国語で発信することが、これ
だけの反響を生む。地方が中国のインバウンドを取り込むには、三点セットが要る。一つ、
地方空港という「玄関」。二つ、包車という「足」。三つ、公式 SNS での中国語発信という
「声」。この三つが揃って初めて、地方は選ばれる。次の図表 15 は、本節および前節の SNS

分析と、久保氏のインタビュー記事で具体的に名前が挙がった地点を、その役割（定番＝混
雑／地方の新目的地／玄関＝地方空港）ごとに配置したものである。避暑地の代表として軽
井沢・上高地、自治体の中国語発信の成功例として姫路、台湾からの伸びを象徴する福岡、
「移動の革新」を要する玄関として仙台・新千歳を採った。むろんこれらは代表例であり、
同様の条件を満たす地方都市は各地に存在する。
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＜図表 15＞訪日客の地方分散 ― 玄関・足・声の三点セット

注：定番の混雑と地方の新目的地。地点は本稿で言及した代表例（網羅ではない）。
（出所：筆者作成。一次データ：観光庁「宿泊旅行統計調査」・JNTO・小紅書・久保氏インタビュー記事〈『地方行
政』〉）

こうした地方分散は、印象論ではなく宿泊統計にも明確に表れている。観光庁「宿泊旅
行統計調査」で 2025 年の外国人延べ宿泊数を市場別・都道府県別に見ると、市場ごとに
「泊まる場所」が驚くほど異なる。中国と米国は、東京・大阪・京都というゴールデンル
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ート 3都市に宿泊のそれぞれ約 62％・約 73％を集中させる。ところが、いま中国の穴を埋
めている台湾は約 35％、韓国は約 41％にとどまり、残りの 6割前後を北海道・沖縄・福岡
といった地方へと広げている。ここに、本稿を貫く論点の核心がある。市場分散が進むこ
と自体が、同時に地方分散をも進めているのである。中国依存から脱するほど、宿泊は地
方へ散っていく――これは、人口減に悩む地方にとって、またとない追い風だ。

＜図表 16＞市場別・「東京・大阪・京都」への宿泊集中度（2025 年）

注：左＝東京・大阪・京都（ゴールデンルート）／右＝その他＝地方。台湾 35％・韓国 41％は地方に分散、米国
73％・中国 62％は集中。
（出所：筆者作成〈筆者算出〉。一次データ：観光庁「宿泊旅行統計調査」2025 年）

この点を、元観光庁長官の久保成人氏は「移動の革新」という言葉で語る。成田も羽田
も関西も主要空港はもう混雑しているから、「東北なら仙台、北海道なら千歳に、まず降
りてもらう」。ところが地方の弱点は駅から観光地までの二次交通で、久保氏は「タクシ
ーの車両はあってもドライバーがいない」と指摘する。だからこそ自動運転や将来の空飛
ぶタクシーといった“移動の革新”とセットにしないと、「地方に行ってください」と言
っても口だけになる。財源についても久保氏は「地域の財源は事実上、宿泊税しかない」
と言い切り、都道府県がバラバラに動くのでなく、東北が「東北観光推進機構」としてブ
ロック単位で先行するように、広域で組むことの重要性を説く。地方の再生は待っていて
も来ない。“声”と“玄関”と“足”、そして“財源”を自ら整えた地域だけが選ばれる
のである。
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6．未来 ― 量から質、依存から分散へ　The Future: From Quantity to Quality

6.1　第 5 次観光立国推進基本計画
政府は 2026 年 3 月 27 日、新しい第 5 次観光立国推進基本計画を閣議決定した。ここで

は観光を、地域経済と日本経済をリードする「戦略産業」と明確に位置づけている。目標
は 2030 年に訪日客 6,000 万人、消費額 15 兆円で、この数字は据え置かれた。数字をよく見
てほしい。客数の伸びは 4,268 万人から 6,000 万人で約 40％増だが、消費額の伸びは 9.5 兆
円から 15 兆円で約 58％増と、より大きい。単純に割り算すると、一人当たりの単価を今
の 22.9 万円から 25 万円へ引き上げる計算になる。政府は「客数を増やす」こと以上に「一
人当たりの単価を上げる」ことを重視しているのである。

さらに新計画では、6,000 万人のうち 3 分の 2 にあたる 4,000 万人を“リピーター”にす
るという目標が新たに設けられた。リピーターは地方に足を延ばし、マナーもよく、何度
も来てくれる。地方部での宿泊は 1 億 3,000 万人泊を目指す。成功を測る物差しが、明確に
「数」から「質」へ、そして「都市」から「地方」へと移った。先に見たビザの 5倍値上
げと 10 年ビザの新設も、まさにこの「量から質へ」という国家戦略の具体的な一手である。
観光の仕事に就くなら、「何人来たか」を自慢するのでなく、「地域にいくら残ったか」
「また来てくれるか」を問う人になってほしい。数を追う時代は、もう終わりつつある。
リピート（再訪）意図の規定要因については、中国江蘇省の国内・国際旅行者 468名を対
象とした研究が、環境配慮型の宿泊サービス品質（グリーン・ロッジング）が再訪意図を
有意に高めること、なかでも知覚行動制御が最も強い規定因であること、さらに社会規範
の効き方が国内客と国際客とで異なることを示している（Mohammed ほか 2026〔21〕）。
「また来てくれるか」という質の指標を、サービス品質と旅行者の文化的背景の両面から
捉える視座を与える。

＜図表 17＞第 5 次観光立国推進基本計画 ― 2025 年実績と 2030 年目標

注：客数＋約 40％に対し消費額は＋約 58％。政府は「数」より「単価」を重視。
（出所：筆者作成。一次データ：観光立国推進基本計画〈第 5 次〉）

6.2　新しい大票田 ― 「勝ち組地域」から代替客を獲る
中国が政治的に不安定な今、日本はどこから代替の旅客を獲るべきか。三つの方向を提

言したい。第一は欧州である。欧州は国際観光支出がプラス 7.1％と好調で、もともと長期
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滞在型で地方に足を延ばす傾向が強く、円安メリットを最も享受できる層でもある。ただ
し足元の月次には振れがある点は見落とせない。2026 年 4 月は、復活祭（イースター）に
伴う学校休暇が前倒しで 3 月に寄ったカレンダー要因により、欧州・豪州からの訪日客が
一時的に前年を下回った。もっとも 1 月には英・仏・独・伊・西・北欧を含む多くの欧州
市場が「1 月として過去最高」を記録し、3 月はスペイン・北欧などの長距離市場が大きく
伸び、5 月も 19 市場が過去最高を更新している。つまり単月の減少はカレンダー要因の色
彩が濃く、基調としてはなお記録的な水準にある。戦略を立てるうえでは、この単月の振
れと構造的トレンドを混同しないことが肝要である。中東ルートが使えない今だからこそ、
北極圏経由や米国経由の便を充実させ、ロンドンやパリだけでなく成長著しいイタリア・
スペインの富裕層に、日本の歴史・伝統工芸・自然を直接売り込むべきだ。第二はインド
とベトナムである。IMF の予測でも成長率 6％台を維持するネクスト・メガ市場で、イン
ドの財閥系・IT富裕層やベトナムの新富裕層が急速に海外旅行を増やしている。デリー・
ムンバイ・ハノイからの直行便を増やし、ビザを緩和し、インド客のためにベジタリアン
対応を主要観光地で標準にする。ここまでやれば大きな票田になる。第三は、いま実際に
日本を支える韓国・台湾・米国・豪州の深掘りだ。この既存の勝ち組を、大都市だけでな
く地方のサステナブルな体験や、自然を楽しむアドベンチャーツーリズムへと誘導してい
く。こうした地方誘導の有力な装置の一つが、作品を動機とするコンテンツツーリズムで
ある。郭・中山（2024）は、上田・金沢／七尾・唐津・佐賀という 4 地域のアニメ聖地を
訪れた来訪者への質問紙調査から、来訪者が作品を原動力に地方を訪れ、聖地以外の周辺
観光地にも約 7割が足を延ばし、7〜8割が地元住民との会話を通じて地域そのものへの愛
着を深め、高い再訪意欲を持つことを示した〔11〕。対象は国内ファンだが、日本のアニ
メ・ゲームは海外にも厚い愛好者層を抱え、作品への動機は政治情勢や為替に左右されに
くい。特定の作品と結びついた地方は、大都市の代替ではなく固有の目的地として選ばれ
うる点で、市場分散と地方分散を同時に進める好例といえる。
そして中国である。中国はもう「量」は追わない。政治に翻弄される団体客ではなく、

政治的な摩擦を無視して動く超富裕層や知的エリート層に絞る。しかも中国国内の規制を
避けるため、シンガポールや香港、ドバイのプライベートバンクや富裕層向け旅行代理店
を経由し、第三国にいる華僑・新華僑のネットワークからアプローチする。これなら日中
の政治情勢に左右されず、安定的に高付加価値の客を獲り続けられる。「数分の一の人数
で、数十倍の単価を稼ぐ」――これがこれからの対中国戦略である。

6.3　課題に向き合う ― 混雑・依存・利益漏出・マナー
もちろん課題も山積している。よく指摘される四つに正面から答える。第一はオーバー

ツーリズム（観光公害）だ。京都が混みすぎているという話で、答えは二つの分散にある。
空間の分散（地方へ人を散らす）と、時間の分散（季節をずらす）だ。避暑地は夏の需要
を、紅葉は秋の需要を作る。なお混雑や環境の劣化は快適性を損なうだけでなく、来訪需
要そのものを直接押し下げる。ガラパゴス諸島で観光客 445名に海岸のプラスチック汚染
シナリオを提示した研究では、清潔さが最重視される属性の一つであり、汚染が進むと再
訪意図が急落して観光収入の大幅な減少（試算で年最大約 4.6 億ドル、来訪者は最大 7割
減）を招きうること、また高学歴層ほど劣化した環境下では再訪しない傾向が強いことが
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示されている（Llerena ほか 2025〔20〕）。環境の質は、それ自体が観光収入を左右する経
済資産である。欧米の SNS が日本の「安全・清潔」を繰り返し称賛すること（本稿 5.2

節）の経済的な意味も、ここにある。第二は地政学リスク、すなわち中国依存への不安で
ある。これは本稿が論じてきた市場分散が、一国のダメージを全体に波及させない防波堤
として効く。2026 年の中国急落を全体で吸収できている事実が、その証明だ。第三が利益
漏出（地元にお金が残らない問題）である。古屋ほか（2022）は、観光消費の経済波及効
果が域内調達率に左右され、調達率が低い地域では域外へのリーケージ（漏出）が生じる
ことを示し、経済波及効果／観光消費総額の比が東京 1.96・三重 1.70 と高い一方、千葉
0.95・福島 0.81 と 1 を下回る県があることを報告している〔2〕。ニセコ・白馬で外資ホテ
ルが「植民地的状態」と評される利益構造も、この漏出の一類型といえる。域内調達率を
高め、宿泊税など地域財源を域内で循環させる仕組みが要る。逆に、小規模で分散した宿
泊は、この漏出を抑える受け皿にもなりうる。山川・中尾（2021）は全国 231軒のゲスト
ハウス調査から、外国人宿泊客との交流が近隣店舗の売上向上（33.0％）や地域価値の再
発見をもたらすことを示しており〔10〕、外資系の大規模施設とは逆方向に、外国人消費
を域内へ還流させる装置として機能しうる。第四はマナーである。少し前、中国人カップ
ルが富士山麓のコンビニの前でダンス動画を撮って炎上した一件があったが、興味深いの
は、これが中国の SNS でも拡散し、「これは恥ずかしい」という自省の声が中国の側から
も上がったことだ。

＜図表 18＞現在・将来の課題への提言 ― 久保成人 元観光庁長官

論点 提言の要旨

観光警察 法令順守の徹底。「住民と観光客の間で軋轢が起きると『もう来ないでく
れ』となり、観光立国どころではない」。一方で「単純な不要論では少子高
齢化の日本は回らない」。東京・荒川区では違反民泊事業者が書類送検され
た例も。第 5 次計画も「住民生活の質との両立」を新たな柱に。

移動の革新 主要空港は混雑。「東北なら仙台、北海道なら千歳に降りてもらう」。二次
交通は脆弱で「タクシーはあってもドライバーがいない」→自動運転・空飛
ぶタクシーとセットで地方分散を。

財源とおもてなし 地域財源は「事実上、宿泊税」。都道府県でなく広域（東北観光推進機構
等）で。外資ホテルの「植民地的状態」（ニセコ・白馬）に警鐘。「おもて
なしは有料。サービスには対価を」。省力化・無人化と賃金引き上げの両輪
が不可欠。

（出所：筆者作成。一次データ：『地方行政』2026 年 6 月 25 日号 久保成人 元観光庁長官インタビュー記事）

これら全てに共通する鍵は「バランス」である。上から一律の規制を押し付けるのでな
く、地域が自分たちの町の将来像を主体的に設計する。姫路が公式 SNS で自ら発信したよ
うに、当事者が動く。外から訪れる人々を地域が「消費される客」ではなく関わりの相手
として捉え直すこうした視座は、日本の観光研究が「観光まちづくり」「交流人口・関係
人口」として蓄積してきた概念系と地続きである（齋藤 2025〔4〕）。そこにこそ持続可
能な観光の本質がある。
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7．結論　Conclusion

本稿を三つの時代で振り返る。過去は、成長と、その裏に潜んだ脆さの時代であった。
現在は、市場分散・質への転換・地方への広がり、そして政治による非対称な再編の時代
である。未来は、量から質へ、依存から分散へと明確に舵を切る時代となる。そして最近
の主役は、個人旅行の深化、避暑地という新しい季節、運転手付きチャーター車（中国で
いう「包車」）という新しい足、ビザによる選別、そして地方への分散である。
冒頭の逆説――最大市場が半減しても全体が崩れないのはなぜか――への答えは、市場

分散という「備え」と、航空ネットワークの「柔軟性」という供給側の構造にあった。危
機を越えるのは、備えていた者だけである。市場は「客数」の多さでなく「質と分散」と
いう複眼で捉えるべきであり、観光は地域を「消費」するのでなく「育成」する営みであ
る。中国をケーススタディに世界を見渡すと、政治・為替・過剰観光は世界共通の構造で
あり、日本の課題はけっして特別ではない。

最後に強調したい。インバウンドは単なる経済効果の話ではない。それは、人口が減っ
ていく地方に外からの需要をもたらす「地方創生」であり、訪日客と日本人が互いを知る
「文化外交」であり、高い環境・労働の基準を守りながら経済を回す「持続可能社会」の
実践でもある。どんな地方も、地方空港という「玄関」、そこから先の「移動」を支える
二次交通という「足」、そして多言語での発信という「声」――この三つを整えれば、世
界のどこからでも必ず選ばれる場所になれる。そして、この玄関・足・声を実際に動かす
のは、地方自治体の観光現場である。原田・木原（2025）は、全国の自治体観光担当者を
対象とした調査から、担当者の「やる気」（ワーク・エンゲイジメント）が、上司の支援
や職務環境といった既存要因だけでなく、「地域への貢献意識」や「配属先への満足」と
いう独自要因に強く規定されることを示した〔12〕。多くの現場が人手不足に直面しなが
らなお高い意欲が保たれる背景には、施策の効果が住民や観光客の反応として可視化され
やすいという観光業務固有の性質がある。戦略をいかに精緻に描いても、それを地域で実
装する担い手の意欲と専門性がなければ、絵に描いた餅に終わる。変化の最前線を長く現
場で見つめてきた筆者が、地方の未来に向けて最も託したい視点である。
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